CRPD第27条・一般的意見案へのコメント（2021年12月）No.３６
　　　障害者権利条約第27条にかかる議論との関連で障害者の権利に関する
　　　障害者権利委員会の一般的意見草案へのGTBの返答

GTB’s response to Draft General Comment on the Rights of Persons with Disabilities 

in relation to the discussion on Article 27 to the UNCRPD.
（JD仮訳）
はじめに

　GTB（訳注　オランダ語のGespecialiseerd Team Bemiddeling（専門調整チーム）の略）は、雇用（自営も含む。）に向けて、および雇用期間中障害者を仲介するためのベルギー・フランダースの公共雇用サービスの組織的パートナー機関である。GTBは、2008年に設立されている。年間1万1,000人の人びとがGTBにより支援されている。そのうち1,100人の人びとは、非常に複雑な医学的、精神的、心理的および／または精神医学的問題により職業市場で進路を見つけるのがきわめて困難である。GTBは、またインクルーシブな職場を実現すべく事業主を支援している。
　SUEM/BE、つまり、ベルギーの援助付き雇用の包括的全国組織の創立者および会員として、GTBは、援助付き雇用の原則、価値およびモデルを強く支持する。　

　援助付き雇用モデルは、国際的にも認められ、障害者権利条約第27条労働及び雇用の権利に適合／一致する。

　援助付き雇用の定義は、一般労働市場で有給雇用を確保・維持するため、障害者またはその他の社会的に不利なグループに対して支援を提供することである。
　GTBは、障害者権利条約第27条労働及び雇用の権利を全面的に支持する。しかしながら、障害者は一般労働市場に十分進出できておらず、また、同じ雇用の権利および条件を与えられておらず、法的保護も受けておらず、インクルーシブな職場で働けていない。その上、コロナ禍は、障害労働者や求職者の健康や福祉に特に大きなインパクトを与えてきた。

　GTBは、障害者の労働及び雇用の権利に関する第27条にかかる一般的意見草案の理論的根拠および勧告を強く支持する。障害者の労働市場からの排除状況を終らせ、障害者の執拗に続く失業状況に取り組むため、早急な行動がとられなければならない。
　労働及び雇用への障害者の権利に関する第27条にかかる一般的意見草案には、GTBが推奨する多くの勧告が含まれている。

　第27条に関する一般的意見草案に対して、GTBは、次の部分について考慮するよう強調したい。

・複雑な障害のある人びとが、失業、差別、搾取および隔離のリスクが最も高い。締約国は、複雑な障害のある人びとが、（他の）すべての障害者と平等に処遇され、法制、政策および実施に関して特別の配慮が確実になされるようにしなければならない。

・前述したように、援助付き雇用モデルは、障害者、事業主および家族／介助者に支援を提供しており、インクルーシブな一般雇用への道と見なされなければならない。
・締約国は、国の法律に援助付き雇用モデルを記載するか、少なくとも方法論と原則にしたがって援助付き雇用を発展させうるプロジェクトを立ち上げるべきである。すべての障害者あるいは社会的不利にある人びとが、個別化された支援を伴った有給の職に就く権利が与えられるべきである。その支援は、本人自身又はその労働環境が必要とする量、必要とする期間、提供されなければならない。
・締約国は、障害者のための高質なプログラム（たとえば、職業訓練、インターンシップ、見習いなど）の提供を確保すべきである。高質なプログラムとサービスは、雇用結果増を推進する。質的標準モデルの例は、援助付き雇用の質枠組み（SEQF)である。SEQFについての追加情報は、ここをクリックすること。

・締約国は、個人レベルで高質のサービスを提供するため、援助付き雇用コーチ（ジョブコーチ）の全国的な職業基準を規定し、実施すべきである。考えられる基準についての詳細情報は、ここをクリックすること。
・締約国は、雇用への敷居のない社会給付制度を実施する必要がある。質の良い生活が保証されるよう、職業収入（job income）と賃金を合わせて受け取れるようにする。
さらなる情報については下記を参照：
GTB vzw

E: info@gtb.be 

W: www.gtb.be. 

（翻訳：松井亮輔、佐藤久夫）
